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消波護岸における越波飛沫の飛散特性 と背後道路への影響

木 村 克 俊*・ 浜 口 正 志**・ 岡 田真衣 子**・ 清 水 敏 晶***

消波工を有する道路護岸を対象として,越波飛沫の飛散特性 と通行車両への影響を検討 した.北海道内において過去10年

間に発生した高波時の通行障害の実態を示すとともに,越 波流量が許容値以下であっても,越 波飛沫の飛散によって通行車

両に影響が及ぶ危険があることを明らかにした.次 に水理模型実験結果に基づいて,越 波飛沫の打ち上げ高さおよび水平方
向の飛散距離の算定法を提案するとともに,越 波飛沫の現地観測を行ってその妥当性を確認した.さ らに,高 波時の安全対

策についてハー ドおよびソフ トの両面から検討を加え,具 体的な対策工法を示した.

1.　 は じ め に

護岸 を設計 す る際 には,背 後地 の利用形態 に応 じて適

切 な越波流量 を設定 す る必要が あ る.海 岸線 に設置 され

た道路で は,自 動車 の安全 な走行 を確保 す るた めに,高

波 時の波の打 ち上 げ を抑 えるこ とが重要で ある.福 田 ら

(1973)は,現 地観測 結果 に基づ いて背後地の利用状況 と

許容越 波流量 の関係 について検討 してい る.ま た,構 造

物 への波の衝突 に よる越波飛沫 の発生 に関 して は,石 田

ら(1982)が 実験 的な研 究 を行 ってい る.し か しなが ら,

実 際の臨海道路 にお ける通行障害 を分析 した研究 は少 な

い.

これ まで筆者 らは,道 路 護岸 を対 象 として越波状況 の

現地観 測 を行 い,越 波 と通行障害 の関係 を分析 してきた

(木村 ら,1998;木 村 ら,2001).本 研究 で は,消 波 ブ ロッ

ク被覆 式護岸(以 下,「 消波護 岸」と表記す る)を 対象 と

して高波 による通行 障害の実態 を明 らかにす る.さ らに,

水理模 型実験 と現地観 測の結果 に基 づいて,越 波飛沫 の

飛散特性 を明 らか にす るとともに,臨 海道 路の具体 的な

越波対 策 につ いて検討 を行 う.

2.　 高 波 に よ る通 行 障害 事 例

(1)　 通行止めの 実態 調査

北海 道内の臨海道路 を対 象 として,高 波 に よる通行規

制 の実態調査 を行 った.調 査対 象 は1991～2000年 の10

年 間 とし,全 面通行止 の開始お よび終 了時 刻 と,そ の判

断根拠 に関す るヒア リング を行 った.調 査期 間中 に,合

わせ て15区 間で高波 による全 面通行止 が実施 され,そ の

回数 はのべ30回,平 均 通行 止時間 は20.4時 間で あった.

表-1は,調 査期間 中に全面 通行止 が2回 以 上行 われ た

区間 を示 してい る.A区 間で は,平 均 してほぼ1年 に一

回全面通行 止が行わ れてい る.表 中 にはそれぞれの 区間

で越 波 が顕著 で あった消 波護岸 の設計 条件 を示 して い

る.50年 確 率波 に対す る越波 流量 は10-3～10-2(m3/m/

表-1　 全面通行止の実施区間

s)で あ り,現 行 の設計基 準 による許容値10-4(m3/m/s)

を上回 っている ことがわか る.

こうした海岸道路 の多 くは陸側 が急峻な崖で あ り道路

の拡幅用地が少 な く,海 側 も漁業者 との調整が難 しいた

め適切 な護岸改 良が行 えないのが現状 で ある.こ のため

パ トロール を行 って越波 の状況 を目視 で把握 した上 で,

全面通行止以外 に も徐行や片側通行 止等の通行規制 に よ

り安全が確保 されてい る.ま た,波 浪注意報や警報 は,

規 制準備 を行 う際 に有効 な情報 ではあ るが,比 較的広域

を対 象 とした沖波 の予測値 に基づ くものであ り,危 険 区

間 に当 てはま らない場合 もある.こ の ように,規 制 の実

施 は担 当者が経験 に基づいて判断 してい るのが現状 であ

る.そ れ ぞれ の規制 に対 して,具 体 的な越 波状況 を明示

した客観的 な判 断基 準 を定め る必要 があ る.

写真-1　 車両事故が発生した消波護岸

*正 会 員 博(工)室 蘭工業大学助教授 工学部 建設システム工

学科
**学 生会員 室蘭工業大学大学院 建設システム工学専攻

***正 会 員 日本データーサービス(株)技 術開発室



消波護岸における越波飛沫の飛散特性 と背後道路への影響 797

図-1　 車両被害発生時の状況

(2)　 通行車両 への被害

前出表-1のB区 間 において は越波 によ る車 両被害 が

発 生 して いる.写 真1に 示 す海岸沿 い の覆道 内 を,30

km/hで 走行 中の小 型 トラ ック に越波 が作 用 し,車 両 の

正 面お よび側面 のガ ラス全体 に亀裂 が生 じた.

図-1は,被 害発 生当 日の潮位 お よび波 浪 と,合 田 ら

(1975)の 方法 で計 算 した越波流量 を示 して いる.被 害発

生時 の越波 流量 は1.1×10-5(m3/m/s)で あ り,基 準値

を下 回る条件 において も,車 両被 害が生 じる ことが明 ら

か となった.こ の ように時 間平均 で表 した越波流 量 は小

さ くとも,越 波飛沫 は広範 囲に到達 し,こ れに車 両の走

行速度 に よる影響が加 わる ことで,衝 撃力 が増大 す る危

険が ある.ま た,比 較 的小規模 な越波飛沫 であって も運

転者 の一 時的な視界障害 を もた らし,交 通事故 の要因と

なる危 険性 が ある.こ うした通行車両へ の直接 的お よび

間接 的な影 響 を把握 するため,越 波飛沫 の飛散 特性 を調

べ た.

3.　 越 波 飛 沫 の 飛 散 特 性

(1)　 越波飛沫の発 生パ ターン

消波護岸 におけ る越波 飛沫 は図-2に 示 す ように,ま

ず波 面が消波 ブロ ック法面 に作用 したと きに,斜 め上 方

に飛 沫が発生す る.そ の後,消 波 ブロ ックを透過 した波

面 が直立部 に作用 したと きに,ほ ぼ真 上 に飛沫が発生 す

る.こ こでは,前 者 をphase 1,後 者 をphase 2と 定義 す

る.両者の大小関係 は波浪条件や構造 条件 によ り異 な る.

以下,そ れぞれ のphaseごと に飛散 特性 につ いて検討 を

行 う.

(2)　 phase 1に お ける越波飛沫 の飛散 特性

phase 1に 対 して は,外 力 を重力 に限定す ると,質 点の

放物運 動 に よって越波飛 沫 の軌跡 を推 定 で きる.図-3

に示す よ うに,消 波 ブロ ック法面と 静水面と の交点 を原

点と し,水 平 方向岸向 きにと軸,鉛 直上 向きにz軸 をと

る.飛 沫 の初速度 υsおよび飛沫の打 ち出 し角度 βが わか

れ ば,越 波飛沫 の最大到達高 さお よび水平飛散距離 を求

める ことがで きる.

実験 は2次 元造波水路(長 さ28m,幅0.6m,高 さ1.2

m)を 用いて,図-4に 示 す堤体模 型 を設置 して行 った.

一般 的な道路護岸 を想定 す ると
,模型縮尺 は1/50程 度と

なる.消 波 ブロックの天端 幅 を一定と して,法 面勾配 を

1:1～1:3の4種 類 に変化 させた.実 験 はすべて不規則

波 で行 い,1波 群150波 を標準と した.実 験 波の周期T1/3

は1.70sで 一 定と し,波 高H1/3は4.0～20.0cmに 変化

させた.

越 波状況 は,堤 体側 面 に設置 したデジタル ビデオ カメ

ラ を用いて撮影 した.静 水面 を基準と して,越 波飛沫 の

打 ち出 し角度 を一 波 ごと に読 み取 った.各 波群の最大到

達高 さの1/3最 大値 に相 当す る波 を対象と して,打 ち出

し角度 の平均値 を求 めた.

図-5は,消 波 ブロ ックの法面 勾配と 打 ち出 し角度 の

関係 を示 してい る.phase 1で 発生 す る飛沫 は消波 工 の

法面 に沿 って飛散 す るので,法 面勾配 が急 になるにつれ

て,飛 沫 の打ち出 し角度 も大 き くな る.こ こで は図中の

phase 1 phase 2

図-2　 消波護岸 にお ける越波飛沫 の発生 パター ン

図-3　 phase 1で の越波飛沫 の軌跡

図-4　 模型の断面形状
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実線 の よ うに近似 して,phase 1に お け る飛沫 の打 ち 出

し角度 を以下 の ように表 した.

(1)
一般 的 な法面 勾配 であ る1:4/3の 場合 には β=65°に

な るこ とがわかった.図-6は,法 面勾配が1:4/3の 条

件 にお ける水深 波高比 と飛沫 の初速 度の関係 を示 してい

る.水 深波高比 が小 さ くなるにつれて,飛 沫 の初速度 は

大 き くなる.波 形勾 配の影響 は小 さい ことか ら,実 験値

の平均 的な傾向 に着 目 して,phase 1に お ける飛沫 の初

速度 を以下の よ うに定 式化 した.

(2)

(3)

(3)　 phase 2に おける越波飛 沫の飛散特性

phase 2に お ける打 ち上 げ高 さをRs1/3と し,こ れ と同

一条件 の直立護岸 の打 ち上 げ高 さ をR
V1/3とする.図-7

は,浜 口 ら(2002)の 実験結果 を再整 理 して,Rs1/3/Rv1/3

と消波工 の相対天端 高 さhCB/H1/3の 関係 をま とめた もの

であ る.hCB/H1/3が1.0以 上 の範 囲で は,消 波 ブロ ックに

よる波の減衰が顕著 とな るた め,打 ち上 げ高 さは直立護

岸 よりも小 さ くなる.ま た,hCB/H1/3が1.0以 下の範囲 で

は,無 次元 消波工幅B/L1/3が 小 さい ほど,消 波 ブロ ック

の効果 が小 さ くな り,条 件 によっては直立護岸 よ りも打

ち上 げ高 さは大 き くなる.実 験 値 の平均 的な傾 向 を図 中

の曲線 で表 し,以 下 の ように定式化 した.

(4)

た だ し,

な お,直 立護岸 にお け る飛沫 の打 ち上 げ高 さRV1/3に 関

して は,水 塊 に対 す る算定式(木 村 ら,2001)を 補正 し

て,以 下 の式 を得 た.

図-5　 飛沫の打ち出 し角度

(4)

4.　 越 波 飛 沫 に 関 す る現 地 観 測

前出表-1に 示 したBお よびE区 間 を対 象 として,越

波飛沫 に関 する現地 観測 を行 った.2002年10月22,23

日に,E区 間においてH'0=3.0～5.7m,T'0=9.7～13.8

sの 波浪 が来襲 し,片 側 交互通行 による規制 が行われた.

図-8に 道路護岸 の断面形状 を示す.前 面 の海底勾 配 は

約1/30で,消 波ブ ロック法先水深 が3.7mで あ る.護 岸

の直 背後 には2車 線道路 が設置 され ている.現 地 で観測

された越波 デー タを分 析 した と ころ,phase 1で の打 ち

上 げ高 さが卓越 して いる ことがわか った.そ こで,越 波

飛沫 の水平 飛散距離 と式(2),(3)に よる算定値 を比

較 した ところ,図-9に 示す よ うに両 者 は概 ね一致 す る

こ とが確認 された.

2002年8月 ～12月 に,B区 間の図-10に 示す護 岸 に

お い て 越 波 飛 沫 に 関 す る現 地 観 測 を行 った.H'0=

0.5～4.3m,T'0=5.0～13.4sの 波浪条件 に対 す る合計

図-6　 飛沫の初速度

図-7　 phase 2の 打 ち上 げ特性
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19個 の越 波飛 沫 データが得 られた.い ずれ の データ も

phase 2で の打ち上 げ高 さが卓越 してい る ことが確 認 さ

れた.式(4),(5)に よる越波飛沫 の打ち上 げ高 さの

算定値 と現地観測値 を比較 した ところ,図-11に 示 す よ

うに両者 は概 ね一致 してお り,算 定 式の妥当性が示 され

た.

5. 対 策 工 の 検 討

(1) ハー ド的対策

臨海 道路 の高波 に対 す る安 全性 を高 めるた め に は,

図-12に 示す ようなハ ー ド的対 策が考 え られる.海 側か

らの改 良工事が可能 な場合 は,消 波工 の拡幅 や嵩上 げが

有効 であ る.今 回提案 した算定式 を用 いて,phase 1に 対

して は飛沫 の発 生点 を道 路か ら遠 ざ け る効果,phase 2

に対 して は消波工 に よる波の減衰効果 を評価 で きる.

陸側 の対策 としては,phase 1が 卓越 す る場合 には,防

波 フェンスの設置 や道路のセ ッ トバ ックが有効で ある.

これ らの設計 において は,越 波飛沫 の水平飛散距離 を計

算 して各部 の諸元 を決定 す るこ とがで きる.ま たphase

2が 卓越す る場合 に は,パ ラペ ッ トを沖側 に突 き出 し,波

返 し効果 を高め る工法 も効果が期待 で きる.

しか しなが ら,こ うしたハ ー ド的な対策 の実施 に は多

くの工費 が必要 となる.通行規制 による経済 的な損 失 と,

その発生頻 度 を考慮 した上 で,改 良工事 を実施 す る必要

が ある.

図-8 E区 間の道路護岸の断面形状

図-9 phase 1に おける水平 到達距離

(2) ソフ ト的対策

高波時 の通行規制 は,波 浪条件 に応 じて,徐 行,片 側

交互通行,全 面通行 止 と,段 階的 に行 われ る.特 に全面

通行止 を行 う際に は,沿 線住民へ の周知 や路線内 の車両

確認が必要 であ る.波 浪 の急速 な発 達が満潮時 と重 なっ

た場合 には,規 制 が間 に合 わない ことが少 な くない.こ

のた め危 険個 所 に対 しては,的 確 な波浪予測 を行 って危

険度 を予め評 価 し,規 制実施 のタイ ミングを決定 す る必

要が あ る.こ れ と同様 に,規 制解 除 に関す る情報 も利 用

者 に とって重要で ある.通 行 再開の タイ ミングを事 前 に

周知 させ るこ とで,地 域 の経済活動へ の影響 を最 小限 に

抑 えることがで きる.

6. ま と め

本研究 の結論 を要約 す る と,以 下 の ようにな る.

(1)越波流量 が許容値 以下で あって も,越 波飛沫の飛散 に

よって通行車両 に影響が及ぶ危険 があ る.

(2)越波飛 沫 は消波工 の法 面 と直立部 の2箇 所 で発 生 す

る.水理模型 実験 結果 に基 づいて,こ れ ら2つ のパ ター

ンに対 す る越 波飛沫 の軌跡 の算定 法 を提案す る ととも

に,現 地観 測 を行 ってその妥 当性 を確認 した.

(3)高波 時の安全性 を向上 させ るための道路護岸 の改 良工

法 と,波 浪予測 を組合せ た ソフ ト的対策 を示 した.

臨海 道路 における通行 障害事例の調査 お よび越 波飛沫

図-10 B区 間の道路護岸の断面形状

図-11 phase 2に おける打 ち上げ高 さ
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(a)　 拡幅

(b)　 嵩上 げ

(a)　 越波防止 フェンス

(b)　 セ ッ トバ ック

(c)　波 返工

図-12　 越波飛沫の対策工

の現地観 測に関 して は,北 海道 開発 局の関係部局 の協力

を得 た.海 象お よび気象 デー タは,北 海道,北 海道 開発
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けた.水 理模型実験 の実施 に当 っては(独 法)北 海道 開
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